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1. はじめに～本調査の背景と目的～ 

2019年12月、梶山・経済産業大臣とゴヤル・インド商工大臣は次官級協議として「日印産業競争力

パートナーシップ」を立ち上げ、経産省と商工省はインドの産業競争力を強化するべく、海外直接投

資促進につながる工業団地整備と活用、物流コストの削減、政府許認可手続きの円滑化などについて

の議論を通して協力し、個別の産業分野が直面している課題とその改善策についても議論していくこ

ととなった。。 

インドは2025年に人口が約14憶人に達し、世界最大の人口規模になるとの予測に加え、比較的高い

成長率を実現しており、今後も多くの分野で緊密な両国関係が築かれることが期待されている。近年、

インド政府はMake in India等の政策目標を掲げ、産業政策、投資誘致政策を推進してきており、コロ

ナでの経験を踏まえて、モディ首相等のスピーチでは、Self-relient（自立）という言葉が使われるよう

になると共に、インドの産業競争力の強化と輸出ハブへの成長を目指すといった動きが見られる。 

本調査では、インドの国内市場の発展（外資企業の活躍含む）と輸出ハブとすることの可能性を検討

する上での現状分析と必要な政策について調査を行う。具体的には下記を実施する。 

・ インドの投資環境と東南アジアや中国等の投資環境の比較 

・ インドの投資環境改善において重要と思われる恩典措置や投資阻害要因の制度改善の整理 

・ 重点産業セクター（自動車、電子・電機分野、医療機器、産業機械）の強み・弱み分析 

・ 日印産業競争力パートナーシップを通じた日印の経済産業面における Win-Win の関係強化に向

けた提言 
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元々インド企業の銀行借り入れ依存度は高く、与信が得られないことから既存・新規投資を凍結する

動きが加速化した（図表7-1、7-2）。 

 

 

2.1.3. 政府支出 

政府支出は GDP の 11~12%を占めている。恒常的な財政赤字、歳入不足、債務残高の高さにより、

政府の財政出動余地は限定的であった（図表8-1、8-2）。 

 

 

なお、不足する財源を埋めるべく、また民活・外資参入活性化の観点から、近年インド政府は公営企

業の政府持分を売却する「戦略的売却（Strategic Disinvestment）」を推進中である。政府は国営エア・

インディア、石油元売2位のバーラト石油（BPCL）等、国営企業計28社のDisinvestmentについて

原則的な承認を既に行っており、今後インド地場企業のみならず外資系企業も巻き込んだビッグディ

ールが行われると予想されている。 
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2.1.4. 純輸出 

インドの貿易依存度は過去 20 年間で 25~55%のレンジで推移してきている。また貿易量の伸びもそ

れほど大きくはない（図表9-1、9-2）。 

 

 

貿易収支を見ると、商品貿易は大幅な貿易赤字を計上している（図表 10-1）。主な輸入品目は原油及

び宝石・宝飾品である。輸出産品は繊維・皮革等の軽工業が主体である。労働コストが安いと言われ

る割には、軽工業の輸出の伸びは限定的である。一方のサービス貿易（図表10-2）は世界に冠たる IT

セクターを抱えるため黒字基調であるが、商品貿易の赤字の穴を埋めるには及ばない。 
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貿易赤字体質の背景にはインドの製造業部門の弱さが指摘できよう。GDP に占める製造業の割合は

中国に比べると大幅に低い（図表11-1）。多くの品目を輸入に依存している構図が見て取れる。また、

粗付加価値の年毎の成長率も安定していない（図表 11-2）。インドが輸出競争力を強化するには製造

業の強化が不可欠と言える。 

 

 

製造業の弱さを加工工程別の輸出入品目の推移から見てみる。先ず輸出品目であるが、高価な資本財

の比率は確かに増加傾向にあるものの、輸出品目の圧倒的な太宗を占めるのは消費財である（図表12-

1）。輸入面でも上述の通り、原材料・中間財に対する輸入依存度が非常に高い構造にある。但し、資

本財の輸入比率も増えてきており、この点ではインドでのモノづくりが少しずつ高度化に向かってい

る兆候も確認できよう（図表12-2）。 
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2.2. インドの産業の全般的な弱みの分析 

インドが抱える問題は多岐にわたるが、経済面での弱みとしては以下の4点が挙げられよう。 

・ 膨大な若年労働人口を抱えるが故の新規雇用創出のプレッシャー 

・ 質の高い雇用（給与所得者）の割合の低さ 

・ 農業セクターの生産性の低さ 

・ 製造業セクターにおける雇用創出力の欠如 

インド政府は社会の安定化のために陸続して生産年齢に加わる若者たちのために雇用を創出するプレ

ッシャーに直面している。しかしながら、農業の低生産性ゆえに農家の経済力は弱く、社会的な人口

シフトは容易ではない。また、土地収用・労働に関する弱者保護の法制度が足かせになり、製造業や

インフラ投資が活発かつスムーズに行えない状況にある。更には、圧倒的多数の労働者が社会保障や

セーフティネットが不十分な脆弱な労働・雇用環境下にある。こうした状況の打破には、思い切った

改革が必要不可欠であるものの、あらゆるセクターに脆弱な個人、中小企業が、利害関係者がいるた

め改革は往々にして強い反発に遭う。そのため、遅々として必要な改革が行われず、産業の競争力の

強化、ダイナミックな人口動態の変化、新たな成長分野への投資が実現できない。結果として海外と

の競争に脆弱な産業構造がいつまでも温存されるという悪循環に苛まれていると言えよう。以下、こ

れらの点について一つ一つ分析を試みる。 

 

2.2.1. 膨大な若年人口を賄うだけの新規雇用の創出の不足 

インドは世界第 2 位の 13.7 億人もの人口を抱える人口大国である。しかも 15-64 歳の所謂生産年齢

人口の比率は67%と極めて高い。2014年時点の生産年齢人口は約8.5億人であり、2019年時点のそ

れは約 9.2 億人であり、5年間の間に 6,570 万人もの生産年齢人口が純増している。インドの労働参

加率を 52%（ILO試算値）と仮定すると、3,450万人もの新たな雇用先が必要との計算になる。イン

ドが直面する雇用創出課題の規模は斯くも大きい。 
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給与所得者は最低賃金以上の給与が期待できるためその分恵まれていると言えるが、彼らの労働環境

も厳しい。勤務時間は給与所得者が週58時間と最多であり、また、雇用者との間で雇用契約を結ん

でいる給与所得者の比率は年々低下しており、2017年度では3割を下回る水準である。給与所得者

もまた、搾取される側の人間と言えよう（図表18-1、18-2）。 

 

 

2.2.3. 農業セクターの生産性の低さ 

インド農業による経済の寄与度は長期的に縮小傾向にあるものの、2018年度時点でなおGDPの17%、

2017 年度時点で労働者数の 42.3%を占めている。インド農業が経済全体に果たす役割は依然として

無視できない大きなものである。本来であれば、経済成長と共に大規模化、化学化、機械化などを通

じて農業の生産性を向上させ、農村・農業部門の余剰労働人口を都市や第2次・第3次産業部門にシ

フトさせていくことが重要になる。しかしながら、インドではこの人口の社会シフトが中々進んでい

ない。その理由は、農業の資本装備率の低さ、中小・零細農家の多さ、単収の低さから来る農業セク

ター全体の生産性の低さである。 

図表19-1、19-2が示すように、インド農業の生産性（単収）は世界平均に比べて低く、また機械化水

準も決して高くはない。 
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以上見てきたように製造業の自由な経済活動を妨げる様々な足枷が存在し、インドの製造業がそのポ

テンシャルを十分に発揮できない現状がある。土地収用に関しては、インフラ開発等の特定のプロジ

ェクトについて、土地所有者からの同意取得に関する条件を緩和したり、社会インパクト評価をスキ

ップ可能にすること、州政府に法改正を可能にする権限を与えるなどの改革案が提案されている。し

かし、改革は簡単ではない。2015年、第1次モディ政権は土地収用法の改正を試みたものの、野党が

多数派を占めるねじれ国会の中、上院で法案を通過させることができず断念した経緯がある。労働法

についてもあまりにも数が多く相互に絡み合う複雑な労働法体系を簡素化したり、時代遅れの法律の

撤廃、レイオフの条件緩和などの提案がなされており、引き続き改革が待たれる状況である。 
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2.3. 貿易・製造業の振興策のレビュー 

前節で分析した通り、インドには国内にあまりにも多くの脆弱なステークホルダを抱えており、それ

らが長年の慣習に基づいて危ういバランスを維持している状況のため、現状打破というよりも、外圧

から保護して社会全体のバランスを維持する方向にドライブがかかりやすい。 

近年、貿易面や産業振興面でインドの保護主義的な政策が目立っているが、こうした国内に抱えるア

キレス腱ゆえのものともいえよう。 

 

2.3.1. 近年散見されるインドの保護主義的な政策 

先ず一点目として関税の引き上げが挙げられる。インド政府は自動車、鉄鋼、エレクトロニクスから

革製品、宝石・ジュエリー、プラスチックなど多くの製品に対して関税を引き上げている（図表23）。 

 

二つ目に、競争力を持たない国内製造業を保護すべく、アンチ・ダンピング課税を発動している。2020

年の例を挙げると以下のような例がある。 

・ 6月に韓国、ベトナム、中国の鉄鋼製品に対して発動（2025年まで） 

・ 8月に中国、マレーシア、台湾からのプリンター / 印刷機部品に対して6か月間の暫定発動。国

内業者からの苦情を受けてのもの 

・ 11月に中国からのフッ素ゴムに対して発動（11月までの既存措置の5年間の延長） 

・ 11月に中国からの中大型商用車両向けの部品に対して発動（2021年1月まで延長） 

三つ目にセーフガード関税がある。インド政府は中国、タイ、ベトナムから輸入される全ての太陽光

発電セルとモジュールについて、2020 年 7 月から 2021 年 1 月まで 14.9%のセーフガード関税を、

2021年1月から7月まで14.5%のセーフガード関税をそれぞれ発動している。2020年度予算（Union 

Budget 2020）では、輸入太陽光発電セルとモジュールに対する基礎関税20%も提案された。また、

Sr. 品目
旧輸入 関税率

(%)

新輸入 関税率

(%)
引き上げ時期

自動車

1 CBU バス&トラック 25 50 2020.04

2 SKD
乗用車、3輪車

15
30

2020.04
2輪車、バス&トラック 25

3 CKD 乗用車、2輪車、3輪車、バス&トラック 10 15 2020.04

電子・電機

4 エアコン 10 20 2018.09

5 家庭用冷蔵庫 10 20 2018.09

6 洗濯機 (10kg未満) 10 20 2018.09

7 エアコン、冷蔵庫用コンプレッサー 10 12.5 2020.04

8 スピーカー 10 15 2018.09

皮革 / ゴム
9 フットウェア 25 35 2020.04

10 車両用ラジアル・タイヤ 10 15 2018.09

宝石 &

ジュウェリー

11 非産業用ダイヤモンド (rought diamonds除く ) (cut and polished) 5 7.5 2018.09

12 ダイヤモンド (semi processed, half cut or broken) 5 7.5 2018.09

13 宝石用原石 (Cut, polished, colored) 5 7.5 2018.09

プラスチック & 

包装

14 運搬・包装用のプラスチック製品。箱、ケース、コンテナ、ボトル、断熱陶器等 15 20 2018.09

15 テーブルウェア、キッチン器具、その他家庭用プラスチック製品 15 20-25 2020.04

16 その他プラスチック 10 15 2018.09

17 トランク、スーツケース、エグゼクティブケース、ブリーフケース、その他鞄 10 15 2018.09

Source: Central Board of Indirect Taxes and Customs

図表23 各種輸入品目に対する関税率の引き上げ
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2019年8月には、マレーシア産パームオイルに対して5%のセーフガード関税を適用している。非常

に安価なマレーシア産パームオイルに押され、インドの国内生産量が減少したこと、同国産パームオ

イルによりインド国内の消費が大幅に増加したこと、パームオイルの輸入に占める同国産のパームオ

イルのシェアが急増したことが背景にある。 

最後に段階的製造プログラム（PMP｜Phased Manufacuring Program）の適用範囲の拡大がある。PMP

は基礎関税の引き上げ、対象製品の段階的な拡大という手段を活用した輸入代替政策であり、スマー

トフォン関連部品から導入された経緯がある。最近では自動車部品に関する PMP が導入された（図

表24）。電気自動車のコア部品のインドでの組立能力の向上を企図しているとされる。 

 

 

 

 

  

Sr.) 部品名
基礎関税 (BCD | Basic Custom Duty)

2017.04 2019.01 2020.04 2021.04-

1 CBU バス&トラック 25% 50%

2 SKD
乗用車、3輪車

15%
30%

2輪車、バス&トラック 25%

3 CKD 乗用車、2輪車、3輪車、バス&トラック 10% 15%

4 リチウムイオンアキュムレーター生産用リチウムイオンセル 0% 5% 10%

5 バッテリーパック (リチウムイオン電池) 0% 5% 15%

6 部品

6.1 AC or DCチャージャー

0%

0% 15%

6.2 AC or DCモーター

6.3 AC or DCモーターコントローラー

6.4 パワーコントロールユニット (インバーター、AC/DC)

対象外

6.5 コンバーター、コンデンサー

6.6 エネルギーモニター

6.7 接触器

6.8 回生ブレーキシステム

6.9 電子コンプレッサー

Source: Dept. of Heavy Industry

図表24 自動車部品に関するPMPの内容
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1つ目は中国からの商品流入懸念である。インドの対中貿易赤字は2000年時点では10億ドルに過

ぎなかったのに対し、2016年時点では510億ドルと拡大の一途を辿っている（図表26-1）。2010年

ごろまではインドの対中輸出も増加傾向を示すも、それ以降は下落を示す。RCEPの枠組み下での

関税引き下げにより更なる対中貿易赤字の拡大にインド政府が大きな懸念を抱いたと考えられる。 

図表26-2は非関税障壁の数のインドと中国の比較であるが、中国が過去発動または現在運用中の非

関税障壁の数がとても多いのが判る。インド政府が中国の非関税障壁が高すぎると考えるのも無理は

ないといえよう。最後に、RCEPにおける原産地国ルールの議論は厳格でなく、中国から第三国を

経由しての流入の可能性も考えられる。 

 

 

2つ目は農業・酪農製品の流入懸念である。図表 27-1～4に示す通り、インドの就業人口のうち最大

のシェアを占めるのは1次産業である。就業人口に占める農業人口の割合は42.3%であり、競争力は

総じて脆弱である。インドが課す輸入農産物の関税率は平均30%であり、関税の引き下げによる国内

雇用への打撃を懸念したことは想像に難くない。例えばインドは国内に2,000万人の酪農従事者を抱

える。一方で、RCEP交渉国には酪農王国ニュージーランドが存在する。同国は国内生産の90%超を

海外市場に輸出する酪農分野のグローバル・リーディングプレーヤーであり、インド政府がRCEPを

通じて同国からの酪農・乳製品の流入増加を懸念したと考えられる。 

4
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21
3
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31

41

China Export to India

India Export to China
非関税障壁

インド 中国

運用中 過去発動 運用中 過去発動

衛生・検疫 29 135 118 1074

技術障壁 2 100 102 1085

アンチ・ダンピング 248 80 95 5

相殺関税 1 1 4 1

セーフガード 3 0 2 0

数量規制 59 0 42 0

低関税率割当 3 0 10 0

国家貿易企業 29 0 171 0

図表26-2 非関税障壁の数｜インドと中国の比較図表26-1 インドの対中貿易額の推移 (単位：10億ドル)

Source : WTO (As on 31.06.2017)
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3.1.2. 鉄道インフラ 

諸外国では鉄道は大量の貨物を、長距離にわたり、効率的かつ定時に輸送できるクリーンな輸送手段

として積極的に活用されている。翻ってインドでは鉄道貨物量が道路輸送量に対して長期的に低下し

ているという状況にある。図表35-1に示す通り、1980年時点の鉄道・陸運輸送量に占める鉄道貨物

量は6割と主要輸送モードであったのに対し、直近の2015年では僅か30%にまで低下している。

2000年代初頭からの動きをみると、道路網が年率4.5%の伸びで拡充・延長されているのに対し、

鉄道網は殆ど進展していない（図表35-2）。

 

 

インドの鉄道では運行スピード、停車頻度、運行本数が異なる貨物鉄道と旅客鉄道が一本の線路を共

有する所謂「貨客混線」の運用が行われており、また貨物が旅客の運行に劣後するため、長距離・大

量の荷物を、交通事情に左右されることなく高速で運ぶという貨物鉄道の利点が生かされにくい状況

にある。こうした事態を打破すべく、日本政府が円借款で開発を支援する貨物専用鉄道（DFC）整備

が進められているものの、土地収用や政府許認可の遅れより開発スケｗルは遅れてしまっている。 

 

貨物鉄道網インフラの他、貨車が不足しているという点も見逃せない。図表36はインドの貨物鉄道

を担うインド国鉄の貨車台数の推移である。1980年時点の総貨車台数よりも2016年の台数の方が

少ない状況にある。原因は、1980～2000年にかけて老朽貨車の更新投資が的確に行われてこなかっ

たことが大きい。2000年以降、インド国鉄は貨車ストック（保有量）の増強に力を入れ始めたもの

の、未だに1980年の水準を下回っている。産業界からも、鉄道貨物を利用しようにも貨車が十分で

ないため少ない車両で編成を組まざるを得ないことを指摘する声や、貨物専用鉄道を整備しても貨車

不足がボトルネックになりうるとの指摘も見られる。 

62% 62%

40% 36%
30%

38% 38%

60% 64%
71%

20001980 1990

Rail

2010 2015

Road

67

2004 2006 2008 2010 2012 2014 2016 2018

0

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

4,998

2,962

63

4.5%

0.5%

CAGR道路総延長（累積）

鉄道総延長（累積）

図表35-2 鉄道網への投資の欠如｜道路 vs 鉄道 (単位 : 1,000 km)図表35-1 インドにおける貨物輸送シェア｜陸運 vs 鉄道輸送 (単位 : %)

Source: NCAER, Mordor Intelligence





 

28 |  

 

3.1.3. 港湾インフラ 

インドはベンガル湾、インド洋、アラビア海に面した約7,500kmの長い海岸線を有する国である。沿

岸部には多くの港湾が整備・運用されており、多くのコンテナ船がインドを取り巻く航路上を行き交

っているものの港湾インフラは未だ発展途上にある（図表 38-1）。世界の港湾ランキング（コンテナ

スループットベース）を見てみても、インドにはグローバル水準と言えるような港湾が残念ながら皆

無という状況にある。インド最大の港湾 JNPT港ですらトップ10位はおろか、20位にも入らず、ベ

トナムのホーチミンやタイのレムチャバン港にも劣る結果となっている（図表38-2）。 

 

港湾インフラの問題として、「港湾キャパシティの不足」、「マテリアルハンドリング設備の不足」、

「ICT・機械ではなく未だに人力主体による港湾オペレーションレベルの低さ」という点が挙げられ

よう。 

  

Source: Sagarmala.gov.in, JOC

造船所の数

（120万トンクラス以上の

船舶を作れる造船所）

世界Top20の港湾数

コンテナ取扱量

(百万TEU*)

コンテナ取扱量の年平均

増加量（百万TEU）

平均ターンアラウンド時間*

（日）

7

0

11
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2.8

70

9

185
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1

45

2

44

0.4

1.2

India China USA

TEU: Twenty-foot equivalent unit

43.3

37.2

27.5

25.8

23.2

22.0

21.0

18.4

17.3

14.8

10.9

8.0

5.1

4.7

レムチャバン(タイ)

深圳(中国)

ホーチミン(ベトナム)

上海(中国)

ムンドラ(インド)

シンガポール

寧波(中国)

香港

広州(中国)

釜山(韓国)

ロッテルダム(オランダ)

青島(中国)

天津(中国)

JNPT(インド)

1

10 

2

3

4

5

6

7

8

9

Rank

33 

38 

15

22

ターンアラウンド時間: 港湾付近での待機時間＋荷揚げ・荷卸し時間

図表38-2 世界の港湾ランキング (単位 : 2019年のコンテナスループット)図表38-1 港湾インフラの比較 ｜インド vs 中国 vs アメリカ
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3.2.3. 訴訟・紛争処理、知的財産権 

この分野で挙げられる課題は以下の3つである。 

一つ目は高度な専門性が求められる訴訟案件を扱う専門裁判所が不足していることである。インドで

は裁判所の結審までに要する平均日数は1,445日とされており非常に長い。世界銀行の「契約執行指

標」でトップの韓国では僅か290日であることを鑑みるとその非効率さは一目瞭然である。原因とし

ては、企業間訴訟も個人の訴訟も同一の裁判所で受理・審理されるということが指摘されている。裁

判所の専門性、取り扱い領域に応じた役割分担が必要だろう。 

2 点目に強力な仲裁機関の不足が挙げられる。国際的な仲裁センターとしての名声が高いシンガポー

ルやイギリスの場合、仲裁解決に必要な期間は平均してそれぞれ約6ヵ月、12ヵ月とされている。一

方、インドには世界水準の仲裁機関・専門人材が不足しており、仲裁に要する期間は 36～60 か月と

言われている。 

3 点目の課題は知財財産権を保護する効果的な罰則と執行機関の不足である。1 点目の課題とも重複

するが、インドの知財関連の訴訟プロセスは極めて遅い。2005～2015 年までにインドの高等裁判所

に提起された知的財産権侵害にかかる訴訟は143件あるが、このうち結審に至ったのは僅か5件であ

り、残りは全てペンディングという状況にある。知財の登記手続き、保護、監視を指標化した知財執

行指標という指標が存在するが、インドのスコアは極めて低い（図表43-1）また、インドでは知財侵

害に対する強力な金銭/非金銭的な罰則がなく、侵害を認定されても権利保護が困難という課題もある

（図表43-2）。 

 

  

Source: Patent Enforcement Paper NikolaosPapageorgiadis, spicyip,Mondaq  

PEI指標は知財の登録手続き、保護、監視で構成される
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• 知財の侵害が認められた場合、

原告側は知的侵害に対する

補償を、補償的損害賠償に

よって受ける権利が認められる

• 当該賠償は侵害が無ければ
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よって得た利益のどちらかに

よって決まる

(両方が認められることはない)
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図表43-2 知財保護の国際比較図表43-1 財執行指標（PEI｜Patent Enforcement Index）
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4.2.1. エンジンパーツ 

先ずはエンジンパーツであるが、コア部品とそれを作る製造機器については日本やドイツといったモ

ノづくり先進国への依存度が高い状況にある。 

 

 

図表64は燃料噴射器と後処理装置の現地生産体制の成熟度を分析したものであるが、主要部品の現

地組立までは実現されているものの、サブ部品の現地化は緒に就いたばかりというのが現状である。

コスト構成比 部品製造の

現地化状況

製造機械の

現地化状況
現地化に向けた課題

燃料噴射システム

Fuel injection △
(50% imported)

△
(SPM, Assembly 

lines are imported)

• 製造機器・ラインのグローバルメーカーは
既に世界需要を満足させるだけの生産
力も拠点も保有済。インドに進出したり
技転をする理由が乏しい

• 地場企業側にはSPM（専用工作
機械）の様な機械を製造する技術力
が不足。組立ラインを高精度で設置する
力量もグローバル企業よりも劣っている

後処理

After treatment 

(40% imported)

△
(SPM, Assembly 

lines are imported)

熱管理システム

Thermal 

management



(10% imported)

△
(SPM, Aluminum 

welding imported)
• 地場企業でSPM（専用工作機械）を

生産可能な技術力を有する企業は

ほぼ皆無

• 高品質と高精度が要求される生産

ラインについて、要求を満足できるインド

企業はまだまだ少なく、殆どを輸入に

依存

ピストン&リング

Piston & rings 

(0% imported)



(SPM imported)

空気取入口

Air intake 

(0% imported)



(Assembly lines are 

imported)

29%

27%

16%

17%

11%

Source: Expert interviews, NRI Analysis

Total cost
(INR Mn.)

0.1

: High maturity     : Medium maturity     △: Low maturity

主要部品

のコスト構成比

図表63 エンジン部品の現地化状況
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4.2.2. ドライブ、トランスミッション 

ドライブ、トランスミッション系の部品については、オートマチック車用ギア、合金ホイール、ステ

アリングシステムの現地化のための製造技術力が欠けている状況にある（図表65）。CNC（コンピ

ューター制御）マシニングセンター、VMC（垂直マシニングセンター）、GPM（一般工作機械）と

いった工作機械類の現地生産は進むものの、組立ライン機器は輸入に依存している。インドの自動車

OEM側の悩みとして、地場のパーツサプライヤーの製品・技術開発のスピードが遅いという専門家

の声もある。 

 
 

生産体制の成熟度を見てみる（図表66）。ドライブ･トランスミッションの組立、サブ部品のうちノ

ンコア部品系の一部生産は現地化されているものの、オートマチック車用ギア部品やその他高精度部

品は輸入に頼っている状況である。 

コスト構成比 部品製造の

現地化状況

製造機械の

現地化状況
現地化に向けた課題

ギア

Gear △
(~56% imported)



(CNC machines 

locally available) • 地場サプライヤーの技術力不足。特に

オート・トランスミッションとステアリング

システム（モーター、コントローラー、ECU、

エアバッグ）の技術力が不足しており、

輸入依存度が高い

• ホイールの国産コストが割高。海外

サプライヤーは規模の経済を活かし、

より安価に製造可能

ホイール

Wheels 

(30% imported)



(CNC, GPM 

machines locally 

available)

ステアリングシステム

Steering system 

(28% imported)

△
(Assembly lines 

imported)

クラッチ

Clutch 

(22% imported)



(CNC, metal 

presses locally 

available)

• 部品については国産品のコスト高、

ならびに生産技術不足により輸入に

依存

• 製造機械については一部工作機械の

現地化が進むも、より複雑な製造技術

を必要な製造ライン用機器などは輸入

に依存

車軸

Axles 

(18% imported)



(CNC, VMC, GPM 

locally available)

25%

10%

22%

18%

15%

Source: Expert interviews, NRI Analysis GPM: General purpose machines

Total cost
(INR Mn.)

0.06

: High maturity     : Medium maturity     △: Low maturity

VMC: Vertical Machining Center

CNC: Computational Numerical Control

主要部品

のコスト構成比

図表65 ドライブ、トランスミッション部品の現地化状況





 

50 |  

 

4.2.3. 車載用エレキ（電子・電機部品） 

前節の電子・電機部品セクターの箇所でも述べたが、全般的にインドの電子・電機部品の製造能力は

低く、かつ、世界の工場である中国が安価な生産を大量生産し世界中に販売しているため中々インド

での現地調達が進みにくい状況下にある（図表67）。某インド自動車メーカーの調達担当者からは、

「チップセット、センサー、ECU等あらゆるエレクトロニクス部品については中国製品を使うのが

一番合理的であり、巨額の投資が必要とされる高精度の組立ラインの整備がインドで起こるのを期待

するのは時期尚早」といった声も聞かれる。 

 

 

主要部品の現地生産体制を見てみると、特にセンサー類の輸入依存が高い構造となっている（組立は

一部でのみ存在）（図表68）。空調、OBD、ECU、スターターモーターについては現地組立や一部部

品の現地生産が進んでいる状況である。 

 

 

コスト構成比
部品製造の

現地化状況

製造機械の

現地化状況
現地化に向けた課題

センサー

Sensors △
(80% imported)

△
(PCB making, 

assembly lines 

imported)

• インドのサプライヤーの技術力不足

• 強力な価格競争力を有する世界の

工場中国の存在（最終部品製品も、

サブ部品も）によりメーカー側も中国製

を選好

空調、OBD、ECU

HVAC, OBD, ECU 

(40% imported)



(Assembly, 

machining 

imported)

スターターモーター

Starter motor 

(30% imported)



(Precision 

Assembly lines 

imported)

イグニッションコイル

Ignition coil 

(20% imported)



(Precision 

Assembly lines 

imported)
• 高精度の組立ライン（自動化）、

巻き取りを行える機械については、

地場の品質・能力が追い付いておらず

輸入に依存
スパークプラグ

Spark plug 

(10% imported)



(Machines locally 

available)

19%

37%

18%

14%

11%

Source: Expert interviews、NRI Analysis

Total cost
(INR Mn.)

0.07-0.13

: High maturity     : Medium maturity     △: Low maturity

主要部品

のコスト構成比

図表67 車載用エレキ部品の現地化状況
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35%40%
30%

25% 20% 18%

16%20% 17%

7%8% 6%

7% 6% 5%

15%
25%

Source: Expert interviews, NRI Analysis

アナログ
Analog X-ray

デジタル
Digital X-ray

X線透視法
Fluoroscopy

部品製造の

現地化状況
現地化に向けた課題

X線管 △
(Key part imported, 

local assembly only)

• Ｘ線管のコア部品の一つである真空インサート

を製造できるメーカーは世界でも一握り。インド

で生産できるメーカーは皆無

X線発生器 

(For lower value 

devices only)

• 高強度のＸ線の放出の安全性に関する

試験施設がインドにはないため、発生器を

輸入に依存

機器台・寝台 

(100% local 

manufacturing)

• ノンコア部品の殆どは現地生産されている。

• これらの部品製造には高度な機械は不要の

ため、組立ライン用機器についても現地生産

されている。機器の部品も現地調達

o 加工成形機｜Fabrication machine

o 溶接機｜Welding machine

o 旋盤機械｜Lathe machine

• 従って、左記3種類の部品については現地化

に向けた特段の課題はない

PCU / 変圧器 

(100% local 

manufacturing)

ビームコリメーター 

(100% local 

manufacturing)

検出装置・デジタル

画像システム -


(Computer 

hardware only)

• 検出装置、画像システムのためのセンサー

技術が不足

0.1-5 

(35-60%)

1-8 

(~30%)

2-10 

(~30%)

: High maturity     : Medium maturity     △: Low maturity

Cost in INR mn

(localization%)

主要部品

のコスト構成比

図表74 低・中位画像診断機器部品の現地化状況｜X線画像診断器を例に
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35%

18% 20%

22% 20% 17%

10%10% 8%

30% 30%
20%

15% 15% 15%

5% 5% 5%

(HS VMC)

Source : Expert interviews, NRI Analysis

CNC旋盤 通常VMC 高速VMC 部品製造の

現地化状況
現地化に向けた課題

CNCシステム

(PLC + software)
△

(100% imported)

• サブ部品（PLC (Programmable Logic 

Controller)等の電子部品）製造

技術が不足

ボールスクリュー、

ガイドウェイ
△

(100% imported) • 1/2軸機が中心。必要なインフラやノウハウが

あればボールスクリューやガイドウェイの現地

生産が可能。目下の課題

• 振動の無い製造環境とキャリブレーションの

ノウハウが必要。工場設立上の課題

スピンドル・ベアリング △
(100% imported)

タレット / ATC
(Turret) (Turret) (ATC)



(Turret majorly local 

mfg, ATC imported)

• タレット製造の大部分は現地化済

• ATCの製造には、高度なR&Dとテスト環境が

不可欠だが現状は不足

冷却システム、コントロー

ルキャビネットカバー、

ヒューズボックス



(Majority local mfg, 

imported for HS VMC)

• 現地化の課題は限定的。高速VMCについて

は、海外製品の冷却システムが優れているため、

完成品を輸入している状況

鋳造品、クラッディング 

(100% local 

manufacturing)

• ほぼ現地化済。高速VMCについては完成品

を輸入するケースも一部存在

0.1-1.8 

(~50%)

2-10 

(~45%)

3.5-15 

(~25%)

: High maturity     : Medium maturity     △: Low maturity

主要部品のコスト内訳

コスト（100万ルピー）

(現地化率)

図表82 中低位 汎用CNC工作機械部品の現地化状況
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5.1.3. 第 3段階｜コア部品製造に向けた高度な製造設備の開発 

第3段階はいよいよ、部品製造に向けた高度な製造設備の開発段階である。国内外市場への製品供給

を通じた完成品生産のスケールメリット、ノンコア、コア部品生産のエコシステムがインドに備われ

ば、生産設備や試験設備といった高度な産業機械を製造拠点の近くで作る、維持するということへの

経済合理性が生まれてくる。4 セクターそれぞれでターゲット候補になるような設備としては以下が

挙げられる（図表91）。 

・ 医療機器（X線画像診断器）・・・X線管のコア部品である真空インサートを製造するためのオ

イル真空充填機 

・ 産業機械（工作機械）・・・コア部品であるボールスクリュー、ガイドウェイ、スピンドル・ベ

アリングを製造するためのダイナミック試験機 

・ 自動車・・・コア部品であるエンジン部品、ドライブ&トランスミッション部品等を作るための

専用工作機械 

・ エレクトロニクス（スマートフォン）・・・電子部品のコアである半導体製造装置 

 

 

  

医療機器 産業機械 自動車 エレクトロニクス

生産促進に必要

な製造設備、

試験設備

• オイル真空充填機 • ダイナミック試験機 • 専用工作機械 • 半導体生産設備

国内

生産に

おける

課題

生産インフラ

ー ー ー



(クリーンルーム等の複雑な生産インフラ、

非常に多くの資本を必要とする)

スキルセット 

(ハイテク機器を整備 取り扱う

スキルの不足) ー



(専用工作機械製造に必要な技術

ノウハウの不足)



(R&Dが進んでおらず知見 ノウハウは

極めて限定的)

エコシステム

の欠如


(Ｘ線管のコア部品の一つである

真空インサートを製造できるメーカーは

世界でも一握り。インドには皆無)



(部品製造が国内で限定的なこと

による規模の経済の享受不可)



(インドでは規模の経済が限定的。外資系

工作機械メーカーがインドに生産拠点

技術を移転するインセンティブが欠如)



(半導体の需要地が国内で

散らばっていること)

Source : NRI Analysis

図表91 段階コア部品製造に向けた製造設備
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6. Appendix - オンラインセミナー概要 

6.1. セミナー議事次第・概要 

 開催日時｜2021年3月17日（水）日本時間16:30 – 18:50 

 開催形式｜Zoomオンラインセミナー 

 開催者情報 

・ 主催｜経済産業省 

・ 共催｜インド国商工省（MoCI｜Ministry of Commerce & Industries） 

・ 後援｜日本貿易振興機構、インド日本商工会（JCCII）、インド工業連盟（CII） 

・ 事務局｜野村総研インド 

 登壇者（敬称略） 

・ 経済産業省 田中繁広 経済産業審議官 

・ 経済産業省 小野寺修 通商政策局通商交渉官 

・ インド商工省 Dr. Guruprasad Mohapatra DPIIT次官（IAS, Sectretary） 

・ インド商工省 Sumita Dawra DPIIT次官補（IAS, Additional Secretary） 

・ 在インド日本大使館 Mona Khandhar 公使 

・ マルチスズキ社 鮎川堅一 マネージング・ダイレクター&CEO 

・ International Tractor Ltd.社（Sonalika） Akshay Sangwan Director 

・ JETROニューデリー事務所 村橋靖之 所長 

・ 神戸大学経済経営研究所 佐藤隆宏 教授 

・ インド工業連盟 Bidisha Ganguly チーフ・エコノミスト 

・ 野村総研インド Vineet Jain プリンシパル ※司会進行役 

・ 野村総研インド 羅俊明 シニア・マネージャー 
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 式次第 

・ １．開会挨拶 経済産業省経済産業審議官 田中繁広 氏 

『“自立したインド” に向けた日印の協調』 

・ ２．基調講演  インド商工省次官 モハパトラ 氏 

『投資を呼び込むインド政府のビジョンと政策』 

・ ３．Q&A 

・ ４．プレゼンテーション① NRIインド 羅俊明 氏 

『“自立したインド”の達成への道のり』 

・ 休憩 

・ ５．パネルディスカッション 

  『グローバルサプライチェーンへの参画と国際競争力を強化する方策』 

モデレーター  経済産業省通商政策局通商交渉官 小野寺修 氏 

パネリスト １．インド商工省次官補 ダウラ 氏 

         ２．マルチスズキ MD & CEO 鮎川堅一 氏 

  ３．Sonalika / ITL Director サンワン 氏 

  ４．JETROニューデリー事務所 村橋靖之 氏 

  ５．神戸大学経済経営研究所教授 佐藤隆広 氏 

・ ６．プレゼンテーション②  インド工業連盟 チーフエコノミスト ガングリー氏 

『“Make in India”の推進』 

・ ７．閉会挨拶 在日インド大使館 カンダール公使 

・ ８．閉会の辞  インド商工省次官補 ダウラ 氏 

『日印協力の今後へ向けて』 
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6.2. セミナーにおける発表、議論内容 

6.2.1. 経済産業省 田中経済産業審議官によるご挨拶 

 インドには、約1,400社の日本企業が進出しているが、インドの潜在力を十分に発揮できていな

い。このような背景のもと、2019 年に日印産業競争力パートナーシップ（IJICP）を開始した。 

 インドが改善すべき点は3つあると考える。1つ目は事業環境である。世銀が公表する「ビジネ

ス環境ランキング」にて、インドは63位にまで順位を上げている（2019年）。IJICPでの対話を

通して、半導体産業に関連するボトルネックを解消したり、自動車部品と家電製品をSPECSス

キームに含めることを実現してきた。しかしながら、質の高いインフラ、円滑な物流、貿易に関

する問題もある。このような問題が解決されなければ、インドに潜在力を見出している日本企業

は、インドへの投資を控えるようになってしまうだろう。 

 2つ目は人材育成である。インドには製造業セクターでの豊富な経験があり、日本からの支援で

更に成長させることができる。 

 最後にグローバルサプライチェーンとの統合が重要である。現在インド政府は「自立したインド」

政策を推進している。しかし、自国だけの力でこのビジョンを実現することはどんな国にとって

も難しい。お互いの比較優位をうまく活用しながら産業を発展させていく必要がある。これが真

の「自立したインド」ビジョンの実現につながるだろう。 

 国際市場で競争力のある部品を戦略的に輸入し、ビジネスに適した環境整備とインドが有する規

模の経済を活かしながら、高品質で価格競争力のある製品を作り出していくことが真の「自立し

たインド」の実現につながると信じている。 

 日本国側として、今後とも上記の3つの領域においてインドとより積極的な連携と協力を通じて

「Win-Win」の関係を強化していきたい。 
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6.2.2. 商工省 モハパトラDPIIT次官による基調講演と質疑応答 

 インド経済はコロナ・パンデミックによる打撃から回復の兆しを見せている。我が国ではPPEキ

ット、人工呼吸器、酸素吸入器、検査キットなどの生産量が限られていたが、3か月余りでこれ

らの医療機器の生産増強を実現し、今では世界的な輸出国となっている。Covidワクチンについ

ても同様である。 

 インド政府はこれまでに農業、保険、銀行などのセクターで改革を行ってきた。製造業セクター

に関して言えば、1.9兆ルピー（約270億ドル）の予算を投じて携帯電話や電子機器等を対象と

する生産連動インセンティブスキーム（PLI｜Production Linked Incentive）を始動させた。PLIの

目的は、インドでの生産強化を実現し、世界の輸出ハブとしての地位を確固たるものにすること

である。 

 PLIスキームとは別に、政府はAtma Nirbhar Bharat (SRI｜Self-Reliant India)（自立したインドの

意)イニシアティブにも注力している。SRIは、孤立したインドを意味するわけではない。世界の

製造業のハブになること、雇用を創出することがその目的である。 

 日印間の経済連携は強固であり、コロナからの回復の兆しを見せている。日本による対印投資は

莫大な規模に及ぶ。多くの日本企業がインドにインドに進出している。商工省として、多くの日

本企業がPLIスキームに参加してくれることを希望している。270億ドルにも及ぶ大きな事業機

会になると信じている。 

 勿論、更なる投資を実現するためには改革が必要と認識している。これまでに我が国はビジネス

環境の改善に注力してきた。FDI規制緩和を通じて、防衛産業や保険業界へのFDI比率を49%か

ら 74%に引き上げ、外資企業に対する門戸を更に開いた。今後の注力ポイントの一つは国際貿

易、製造業における企業側のコンプライアンス対応への負担を軽減していくことである。PLI や

SRIはインド政府が製造業の改革に更に取り組んでいくことの証左と認識していただきたい。 

 今後とも商工省として企業の皆様の活動を積極的に支援していきたいと考えている。 
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◆質疑応答① JETROニューデリー 村橋所長 

 質問｜多くの日本企業が経験している悩みとして円滑な通関が期待できないことが挙げられる。

また、貿易に関する規制も事前案内なしに唐突に変更されることも多くある（例：エアコン機器）。

この様な状況下で日本企業はどうすべきであろうか？また、多くの日本企業がPLIに関心を持っ

ている。どの部署に相談するのが適当か？ 

 回答｜特定の国々との貿易に過度に偏重することはリスクであり、政府としては可能な限りその

様なリスクをヘッジしたいと考えている。保護主義政策を採るつもりはない。通関についてはシ

ングル・ウィンドウ・クリアランスの導入に取り組んでいる。エアコンについてコメントすると、

バリューチェーン上のあらゆる側面において、より多くの付加価値をインドで創出できるはずと

考えている。そうした背景からPLIの対象にエアコン機器を含めた。PLIに対する日本企業から

のコメント、提案を商工省として歓迎する。PLIについては省庁横断の次官級会合であるEGoS

（Empowered Group of Secretaries）でも議論されている。 

 

◆質疑応答② インド日本商工会 蛭子副会長 

 質問｜インドの国土は広大であるが故、物流が課題と認識している。貨物専用鉄道（DFC）に代

表されるハードインフラが建設されている一方、通関業務と言ったソフトインフラの改善も必要

と考えている。日本企業側として何かできることはあるだろうか？ 

 回答｜仰る通り、ハード、ソフト両面において物流は我が国の重要な課題であると認識している。

通関に関する不可については更なる改善余地があると認識している。前述の通りインド政府はビ

ジネス環境の改善に注力してきており、物流方面でもその成果が現れている。洗練された物流ノ

ウハウを有する日本から多くを学びたいと考えている。商工省内にも物流部門が設置された。近

い将来、国家接続性マスタープラン（National Connectivety Masterplan）を策定予定である。同

マスタープランではいつまでに、どこで、どのようなインフラが手に入るかについて基本方針を

示す。 

  



 

76 |  

 

6.2.3. NRIインドによるプレゼンテーション 

 インドには膨大で、若く、かつ未だ増え続けている人口といったアドバンテージがある。デジタ

ル経済も成長している。グローバル企業でリーダーシップを発揮する経営者・指導者の輩出国で

もある。 

 日本は大きな潜在力を秘めるインドの成長にこれまで多大なコミットを行ってきた。それは日本

企業・事業所数の増加からも判るし、DMIC（デリー・ムンバイ産業大動脈構想）、CBIC（チェン

ナイ・バンガロール産業大動脈構想）、貨物専用鉄道、新幹線といったインフラ投資、多くの日本

企業の活躍からも見て取れる。 

 インドには産業化を実現した自動車・自動車部品といった成功例が多い。インドに是非参考にし

てほしい製造業セクターの「成長モデル」がある。真の"Make in India"を実現するためには、世

界市場で通用する部品を積極活用し、世界で通用するものづくりを推進していく必要がある。長

期的には、部品の現地化が部分的に進むだろう。しかし、移行期にある間はインドは輸入部品を

うまく活用していく必要がある。 

 「成長モデル」を実現するためには3つのドライバーがある。1つ目は自立経済の実現に向けた

「明確かつ現実的な目標の設定」である。現地化の対象として、高い需要が期待できる対象部品

を特定する必要がある。そうすればその製品に関連する市場全体が成長し、規模の経済と競争優

位性を獲得することになる。結果としてインド市場において海外メーカーと伍していけるだけで

なく、インドからグローバル市場に輸出もできる力量を備えることになる。 

 2つ目はインフラである。ハードインフラ、ソフトインフラ、人材開発全ての側面において引き

続き強化を続けていく必要がある。ハード / ソフトインフラ面で近年目覚ましい改善が見られる

ものの、多くの指標で世界の主だったモノづくり諸国に後れを取っている。貿易、海外からの直

接投資（FDI）を更に増やしていくためにも引き続き努力が必要である。質が高く生産性の高い

労働力を確保するための人材開発投資も重要である。 

 3つ目はグローバルサプライチェーンとのリンクである。世界と繋がっているからこそ、世界で

今何が求められているのか、何がトレンドかが判る。諸外国と企業との競争に晒されることで、

国内市場、グローバル市場で戦っていくための力量を磨くことができる。 

 産業界が明確かつ現実的な目標を設定し、政府がその目標を達成するための産業化政策を立案す

るという両輪が上手く回っていくことが望ましい。 

 最後に、IJICP という両国間の対話プラットフォームを活用し、投資、貿易、モノづくりを更に

活性化させていくことを希望する。 
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6.2.4. パネルディスカッション 

議題① インドの強み、課題、今後求められるアクションについて 

◆ダウラ次官補 

 新型コロナの影響による厳しい状況にもかかわらず、インドは再び成長軌道に乗りつつある。経

済成長は2021年度は11%と2ケタの数字に達すると見込まれている。サービスのデジタル化が

進んでおり、デジタル決済も増加している。世界最大級のワクチン接種プログラムも実施してい

る。また、インドはユニコーン企業の宝庫でもある。ユニコーン企業は 21 社存在し、合計時価

総額は730億ドルに達する。 

 政府も必要な手立てを講じている。新予算ではインフラ投資に重点的な予算配分を行った。外資

規制の緩和も続けている。例えば保険セクターのFDIの上限を 49%から 74%に引き上げた。製

造業振興のためのPLIも導入した。PLIにより今後 5年間で 5,200億ドルのGDP増加が見込ま

れている。投資案件のファスト・トラック審査についても省庁横断次官級会合EGoSを通じて行

っている。通関業務の円滑化に向けナショナル・シングル・ウィンドウシステムも構築中である。

Webやアプリを活用した産業情報システムの利用も活性化させている。 

 政府はAtma Nirbhar Bharat（自立したインド）イニシアティブを推進している。諸外国にとって

もインドを自国のグロバールサプライチェーンに組み込むことでサプライチェーンの分散化・多

様化という便益をもたらすだろう。既に日本のスミダコーポレーションと豊田通商などはその流

れに沿って動き始めている。アップル社は製品組立をインドで始め、アマゾンは積極的に事業拡

大を続けているし、スズキはマルチスズキへの出資比率を高める等、大手企業もインドに引き続

き着目している。今後、医薬品、医療機器、エレクトロニクス、繊維等の分野が急成長すると予

想している。 

 

◆村橋所長 

 JETROの調査によるとASEAN諸国に比べインドでは利益創出に時間がかかるとのことである。

一方、輸出志向の企業はより早期に利益を上げることも判明した。インドの国内市場だけで利益

を上げようとしても難しく、インドを輸出ハブとして活用することが肝要である。 

 

◆鮎川氏 

 マルチスズキは 1980年からインドが良好な市場であると確信していた。コスト、車内空間、燃

費面での制約や要求の観点から当社が強みを持つ小型車事業に正にうってつけの市場だった。 

 当社がインドに提供できることとインドが当社に MSIL に提供できることにはシナジーがある。

当社は日本の仕事文化（規律、効率、プロセス等）とインド人経営者・マネージャー陣が融合し

た企業である。その促進のためにこれまでに4,000人ものインド人社員を日本に送り出し研修・

訓練を積ませてきた。産業の育成も手掛けた。インドへの参入当時、自動車部品産業というもの

は存在しなかった。サプライヤーの育成に努め今では200社以上のサプライヤーを有する。当社

は今やインド市場だけでなく世界に製品を輸出している。 

 今後の注力分野はCNG車、ハイブリッド車、EVである。これからもインドで世界のためにモノ
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づくりを続けていきたい。 

 

◆サンワン氏 

 ヤンマーは ITLの株主を30%保有している。ヤンマーとの協業は14年に及ぶ。インドの魅力は

その巨大な国内市場にあると思う。どのようなメーカーにとっても十分魅力的なサイズと認識し

ている。 

 ヤンマーは ITLを世界に向けた輸出拠点として活用しており、他の海外拠点を縮小している。ITL

はヤンマーのグローバル調達をインドから支援している。それ以外にもインドは人材輩出、R&D

のハブにもなりつつある。 

 ヤンマーが ITLにもたらしたカルチャー（効率性、規律、プロセス等）はインド企業の成長に大

きな助けとなっている。日印双方のカルチャーは補完関係にあり、特段の障壁は認識していない。 

 

◆佐藤教授 

 インド経済の潜在力を信じている一方、インド経済には幾つかの課題や弱点がある。工業化は停

滞しており、民間投資も急激に落ち込んでいる。総資本形成の落ち込みは明瞭であるが背景には

財務ストレスに苛まれている銀行セクターがあると思う。こうしたトレンドはコロナ・パンデミ

ックにより更に加速していくのではないかと思う。Make in Indiaを推進していくためにはグリー

ンフィールド（新規投資）のFDIが不可欠である。 

 しかしながら経済は自由化の流れを逆行しているように見受けられる。近年、ハイテク産業のみ

ならず伝統的産業も含む多くのセクターで関税が引き上げられている。例えば 2013 年から 19

年にかけ、靴や被服といった製品に対する最恵国待遇関税が引き上げられている。国際貿易にも

下降トレンドが確認される。インド産業の競争力の観点からこうした動きを懸念している。自動

車産業の成功例でも見られるように、グローバルなバリューチェーンの中にインド産業が参画し

ていく必要があると認識している。 

 

議題② グローバルサプライチェーンへの参画を通じた経済的繁栄をどのように実現するか 

◆村橋所長 

 モディ首相以下、現政権が閉鎖的な経済を決して望んでいないというスタンスを確認して安心し

た。日本政府は、サプライチェーンの多様化を望んでおり、豊田通商とスミダコーポレーション

も同様の取り組みでインドへの進出を検討している。 

 日本企業は財やサービスの自由な移動、円滑な通関を望んでいる。インドはこの観点で中国や

ASEAN に遅れをとっている。インドを世界的な生産拠点にするためには財とサービスの自由な

移動が不可欠である。円滑化のために道路、港湾等のハードインフラの整備も引き続き重要と思

う。 
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◆鮎川氏 

 我々は競争力と品質を維持しなければならないと認識している。そのためには生産プロセスを構

築し、部品サプライヤーであるパートナー企業をアップグレードする必要がある。インドの製造

業がこの様なステップを業界が踏まなければならないと考える。 

 政府と産業界は協力してボリュームを追求すべきである。現地化も更に進める必要がある。その

ために当社は研修センターも運営している。 

 当社はグローバル化を更に進め、今後5年間で輸出を倍増させる決意である。 

 

◆サンワン氏 

 グローバル・サプライ・チェーンとの統合には部品と完成品という二つの側面がある。前者につ

いて言えば ITLはヤンマーのために現地化を進めてきた。後者は完成品トラクターの世界市場へ

の販売が挙げられる。当社は世界最大のトラクター輸出企業であり、世界約110か国に輸出して

いる。 

 製造拠点がサプライチェーンインフラと良好に接続されている必要がある。当社の工場はパンジ

ャブ州という内陸部にあるものの、インド国鉄が工場までに貨物列車の線路を引いてくれている

ためサプライチェーンの観点では問題ない。こういうことが重要である。 

 

◆ダウラ次官補 

 インドを含む世界中でコロナ禍によりサプライチェーンの混乱が発生した。サプライチェーンの

再構築、強靭化に向けてインド政府は各種の改革に取り組んでいる。 

 法人税の減税、Bharatmala（道路インフラ拡張計画）、Sagarmala（港湾・水運インフラ拡張計画）

を通じたインフラ整備、倉庫・コールドチェーンインフラにおけるFDI100%開放、マルチ・モー

ダル・物流パークの建設、PLI スキームといった取り組みを通じてサプライチェーンの現地化の

ためのシステムを構築していく。 

 商工省は更なる日本企業の対印投資を呼び込むべく、今後とも JETROやインド日本商工会とも

緊密に連携していく。日本政府のサプライチェーン強靭化イニシアティブの下、日本企業2社が

中国からインドに生産拠点を移転する計画である。効率的なロジスティック分野でのリーダーで

ある日本とも緊密に協力していきたい。 
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視聴者からの質問① 日本から最大限の恩恵を引き出すにはインドには何が必要と思われるか？ 

 回答（鮎川氏）｜国によって強みは異なる。日本がインドにもたらすことができるのはプロセス、

品質、効率、そして規律である。両国間の更なる協力のためにはより活発なコミュニケーション

が欠かせない。COVID によりこうした活動が減速してしまったが、再度元の軌道に戻す必要が

ある。 

 

視聴者からの質問② ダウラ次官補の楽観的な経済見通しと佐藤教授の悲観的な見通しをどう捉え

るべきか？  

 回答（村橋氏）｜佐藤教授が発表した投資減速等のデータは短期目線（今後 3～5 年）では重要

なポイントだと思う。一方、中長期的には投資が徐々に増加していくものと確信している。両国

間の文化の違いもあるのではないか。一般にインド人は楽観的で、日本人はそうではない。 

 

視聴者からの質問③ 何故インドにある日本企業にはインド人のマネージャー / 経営層が少ないの

か？  

 回答（サンワン氏）｜ヤンマーとの提携において、当初は多くの日本人マネージャーが居た。し

かし今ではインド人マネージャーも育成されている。日本人、インド人マネージャーの双方が共

に働き、責任を果たしている。 

 回答（鮎川氏）｜マルチスズキの場合そのような問題はない。当社の会長はインド人である。取

締役についても両国からそれぞれ1名ずつ出している。インド人のエンジニアも日本に派遣し研

修を行っている。両国間の連携が何よりも重要である。 
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6.2.5. インド工業連盟によるプレゼンテーション 

 インドにおいて製造業セクターは経済の極めて重要な部分である。インドが他のアジア諸国に遅

れをとっている多くの指標については、改善の可能性がある。インド自身が 2025年までに製造

業セクターのGVAを 1兆ドルとする目標を設定している。目標は野心的であるが、達成可能で

ある。 

 政府はエレクトロニクス産業を発展させたいと考えており、産業振興策として生産連動型インセ

ンティブ（PLI）スキームを提供している。また政府の最近の主要ミッションである「自立したイ

ンド」の目的は、インドを魅力的な投資先とすることにある。 

 しかしながら、製造業者は、資本、技能、技術へのアクセスの欠如といった課題に直面している。

それに対応すべく、政府は、物流、インフラ、コンプライアンス、規制措置等の改革に取り組ん

でいる 

 日本はPLIスキームの主要なパートナーになると期待されている。インドにとって日本は第9位

の貿易相手国である。ダイヤモンド、金属、鉄合金を中心とする貿易を行っている。また、日本

のブランドはインドの消費者から信頼されている。 

 政府の製造業振興策により、インドは国内市場だけでなく輸出ハブとしても魅力的な投資先と

なるだろう。  
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6.2.6. 在日インド大使館 カンダール公使によるご挨拶 

 経済連携は日印関係の基盤となる。両国間にはWin- Win の展望が広がっている。日本はインド

に対して地域大のサプライチェーンとの統合を望んでいる。インドは国内における製造業振興目

標を達成したいと考えている。両国の未来は、上記の目標にどう対処するかにかかっている。 

 インドはコロナ禍にも関らず2020年度に引き続き多くのFDIを受け入れた。投資家センチメン

トは引き続き強力であるように見える。インドには若く豊富な労働人口、高いデジタル普及率等、

今後の製造業にとって好ましい魅力を有している。一方、コロナによりインドのサプライチェー

ンを多様化しなければならないという状況も生み出した。 

 日本にとってインドを製造・輸出拠点として育成することは、中長期的な重要なミッションであ

ると考えられる。日本政府は、サプライチェーンの多様化に向けた措置を講じており、レジリエ

ント（耐性のある）な新たなサプライチェーンの構築を目指している。インドが保護主義を採用

してしまうとこれは達成できない。 

 インドと日本は双方の目標を考慮する必要がある。インド側は中央と州政府の間で政策を調整す

る必要があるだろう。PLI のような政府の改革は、州の改革と結びつけなければならない。双方

の立場は、刻々と変化する経済状況に基づいて更新する必要がある。我々は岐路に立っている。

世界に道を示すために、両国は相互理解を深め、Win-Winの同盟関係を築くべきである 
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6.2.7. 商工省 ダウラDPIIT次官補による閉会挨拶 

 本日のオンラインウェビナーへの参加者全員にお礼を申し上げる  

 本日のウェビナーを通じて商工省は自らの立場を発表することができた。インドは、特に製造業

と物流セクターにおいて、より多くの日本からの投資を期待している 

 両国は、ポスト・コロナの社会において我々が緊密に協力する方法・領域を特定すべきである。 

 商工省は今後もPLIのような企業財務上魅力的なスキームを通じて産業界を支援していく。また、

ビジネスプロセスの更なる円滑化にコミットしていく。 

 商工省は世界中の企業をMake in India、更にはMake for Worldのコンセプトに巻き込んでいき

たい。  
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6.2.8. その他会場から寄せられた質疑への回答 

 質問｜Covid19の感染拡大を受けた自動車産業の現状は？将来シナリオは？ 

 回答（NRI）｜乗用車（Passenger Vehicle）市場はロックダウン措置の緩和・解除につれ急速に

回復しており、現在ではパンデミック前の水準に戻ったと言える。一方、半導体不足など、車両

製造面での幾つかのボトルネックが顕在化しており、産業界は各種の対処策を講じている。将来

シナリオであるが、2030年までに阪大倍数は5,000万台に達すると予想されている。 

 

 質問｜Covid19後、インドに製造施設を移転した日本企業は何社くらいいるのか？ 

 回答（NRI）｜日本政府は生産施設を主にASEAN地域に移転させるために235億円の予算を投

じている。これはいかなる特定地域におけるサプライチェーン上の過度な依存を減らすことを目

的としている。第 1ラウンドにおいて、日本政府は 30件のプロジェクトを承認し、100億円の

補助金を支給した。2020年 9月に日本政府は第 2ラウンドの募集を発表した。その中で、日本

政府は日本とASEAN間におけるサプライチェーンの強靭化に資するプロジェクトであれば地域

を問わず支援することを発表した。これは南アジア（インドやバングラデッシュ）地域でのプロ

ジェクトを対象にするための措置と言われている。 

 

 質問｜部品は現地化ができるだろう。化学原材料、素材はどうか？ 

 回答（NRI）｜部品の現地化は現地組立のためのキャパシティビルディング（人材育成・能力開

発）から始まる。同様に、素材の現地化に対する努力も続けられている。一つの良い例は、最近

発表された先進化学セル（ACC｜Advanced Chemistry Cell）バッテリーストレージに対するPLI

である。これは国内のACC製造業者の 50GWh分のバッテリー製造の支援を目的としている。

インド政府はエネルギー密度とサイクルライフを重要な指標として着目し、ACC の対象品目を

選定している。こうした政府の施策が行く行くは化学原材料や素材の現地化に必要なエコシステ

ム（産業構造）の構築に貢献していくと期待されている。 

 




